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被害を受けた住民から協力要請を受けた者は， 27.1 % 
で，そのおもな形l立、日照問題に対する専門家としての
意見を求められた、ものであった.
b)紛争収拾の万法と金銭的損害
紛争収拾の万法としては，種々の方法がある.たとえ
ば，収拾方法を持たずに強行する.あるいは，関係住民
に対し説得する，また，ある種の金銭的保障をする等が
考えられる.そこで，これらの収拾万法について，調査
した結果によると， ミある種の補償をすることによって
紛争収拾をはかった、が29，7%で最も多い.一部設計変
更により，日照阻害を緩和すると言う万法で収拾したも
のが26.85弘また説得によって収拾したものが26.1%で
ある.
次に，紛争収拾の方法と，紛争時期との相関を見ると
建築確認申請前の場合は，ある種の補償と一部設計変更
の方法によって収拾した場合がはるかに多く，次に説得
と続く.また申請後で着工前の場合は，補償・一部設計
変更の)1民であり，着工後の場合は，説得・補償と言う順
である.この着工後の場合は，工事にある程度の進展が
はかられているため，強行に説得に走ることは理解出来
るが，総体に見るとその紛争収拾としては，補償が第一
で，次に一部設計変更および説得が続いている乙とがう
かがえる.
金銭的損害については，当然建築の規模，内容あるい
は，相隣関係，被害者側の居室環境による日照問題につ
いての関係がなりたつわけであるが，この調査に現われ
た結果によると，実際上損害がないと答えている者が
28.3%で最高を占め，国下未定と続いている.しかし，
100~199万の損害が 6.5%を占め，金銭的損害の最高は
300~499万の 4.3%が最高で， それ以下のものがほとん
どである.金銭的損害と紛争時期との関係を見ると，着
工後の場合においては p 、損害なし、が最高であるが，
申請後で着工前の場合に 499万を最高に全体を通じて金
銭的損害が比較的多く受けている ζとがわかった.
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4. むすび
以上，名古屋市を中心に建築関係者側から見た日照問
題についての意識とその実態の調査結果を報告した.今
回の調査でわかったζとは，建築関係者の日照問題に関
する意識がきわめて高く，この問題が人ごとではなく，
起りうるべきして起るであろうと言う危機感が相当大き
いと思われる.この対処の万法としては，法規制を早
急に熱望しているとはし、え慎重にとの意見が強く当面は
日照問題に関する指導要綱制定を努力目標のーっとし
て，制定がすみやかに注されるよう期待されていること
均三わ均〉る.
次lこ，終局的えよ問題としては，日照時間制であるが，
住環境をよりよく期待しようとする第一種，第二種住居
専用地域，住居地域においては，日照時間制を強く，そ
の他の用途地域の場合lこはあまり望んでいないように思
われる.しかし，これは，都市計画で言う用途地域への
建築物の日照に関する規制であって用途地域の別なく専
用住居があることを忘れてはならないーこの点から考え
ると建築用途による日照時間を取らざるをえないのでは
ないだろうか.しかし，実施とかなり無理もあり，結果
としては，用途地域毎の日照時間制となろう.
日照に関する紛争による金銭的損害額は，比較的高額
だが，その例は余り見られなく，多くの場合は実際的な
損害は顕著に表われていない.このことは，この調査の
時点のみについて言えることであり，今後このようなデ
ーターが是認されるとは言えないだろう.今後紛争が起
らないよう関係住民の日照に関する理解を深めると共に
設計については，細心な注意をはらうことが望まれる.
今回の調査は，日照問題のみを調査し，検討したが，
建築物が建つことによって起る電波障害，風向，通風，
プライパシ一等の条件あるいは精神的な圧迫感，また環
境的なこととして眺望などが侵されることも予期され
るし，一方工事中の建築公害等も考慮されなければなら
ない.これらについても今後調査研究を進め結論をえた
し¥
これらの調査については，日本建築家協会においても
全国的に実施されたが，この報告は，東海・北陸地区な
かでも名古屋市を中心とした調査である.
この調査にあたり，日本建築家協会東海支部，愛知建
築士会，愛知建設業協会の関係会員の万に非常な協力を
得た，記して謝辞を表するものである.
